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海事勘定 （単位：円）　

Ⅰ　流　　動　　資　　産
7,469,179,786
3,327,135,592

250,042,245
4,838,783,059
-452,618,817 4,386,164,242

1,415,936
56,421,537

-38,421,537 18,000,000
49,449,490

　流　動　資　産　合　計 15,501,387,291
Ⅱ　固　　定　　資　　産

１　有　形　固　定　資　産
10,636,605

減 価 償 却 累 計 額 -9,775,297 861,308
338,070,143,691

減 価 償 却 累 計 額 -142,857,697,279
減 損 損 失 累 計 額 -137,542,691 195,074,903,721

35,780,784
減 価 償 却 累 計 額 -28,276,431 7,504,353

11,844,918,798
　有形固定資産合計 206,928,188,180

２　無　形　固　定　資　産
438,755

24,371,989
260,000

　無形固定資産合計 25,070,744
３　投 資 そ の 他 の 資 産

367,515,829
貸 倒 引 当 金 -362,825,829 4,690,000

　投資その他の資産合計 4,690,000
　固　定　資　産　合　計 206,957,948,924

222,459,336,215

Ⅰ　流　　動　　負　　債
17,267,954,000
1,974,969,030

170,985,486
5,343,826

3,327,135,592
250,042,245

34,624,607 34,624,607
23,031,054,786

Ⅱ　固　　定　　負　　債

411,149 411,149
42,500,000,000

18,083
117,830,089,000

535,426,673
760,384,634 1,295,811,307

161,626,329,539
184,657,384,325

Ⅰ　資　　　本　　　金
63,567,000,000

63,567,000,000
Ⅱ　繰　　越　　欠　　損　　金

25,765,048,110
） （ 1,818,085,962 ）

25,765,048,110
37,801,951,890

　　　負　債　純　資　産　合　計 222,459,336,215

貸借対照表
（平成31年3月31日）

資 産 の 部

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形

貸 付 金
貸 倒 引 当 金

電 子 記 録 債 権
船 舶 未 収 金

貸 倒 引 当 金
未 収 金

供 託 金

建 物

共 有 船 舶

著 作 権
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

工 具 器 具 備 品

建 設 仮 勘 定

破 産 更 生 債 権 等

１ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用

　　資　　産　　合　　計

負 債 の 部

引 当 金
賞 与 引 当 金

　流　動　負　債　合　計

預 り 金
預 り 手 形
預 り 電 子 記 録 債 権

鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券
債 券 発 行 差 額
長 期 借 入 金

資 産 見 返 負 債
資 産 見 返 補 助 金 等

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
船舶共有契約解除等損失引当金

（ う ち 当 期 総 利 益
　繰　越　欠　損　金　合　計
　　純　　資　　産　　合　　計

当 期 未 処 理 損 失

純 資 産 の 部

政 府 出 資 金
　資　本　金　合　計

　固　定　負　債　合　計
　　負　　債　　合　　計



海事勘定 （単位：円）　

139,721,932
21,952,324,713

98,877,877
82,353,329 22,273,277,851

550,247,193
85,032,193
71,066,847
34,624,607
43,891,938
4,599,782
75,579,387 865,041,947

668,844,956
4,731,761
630,000 674,206,717

23,812,526,515

24,726,587,166
301,468,235

361,466

287,266 287,266
601,908,346

25,630,612,479
1,818,085,964

2 2

1,818,085,962

1,818,085,962

損益計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

経 常 費 用

減 価 償 却 費
船舶共有契約解除等損失引当金繰入

海 事 業 務 費
貨 物 船 保 険 料 分 担 金

そ の 他
一 般 管 理 費

役 職 員 給 与

借 料 及 び 損 料
賞 与 引 当 金 繰 入

法 定 福 利 費

債 券 発 行 費
そ の 他

　経　常　費　用　合　計

退 職 給 付 費 用
減 価 償 却 費
そ の 他

財 務 費 用
支 払 利 息

経 常 収 益
船 舶 使 用 料 収 入
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
そ の 他

受 取 利 息
雑 益
　経　常　収　益　合　計

経　　常　　利　　益

臨 時 損 失

財 務 収 益

固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 利 益

当 期 総 利 益



海事勘定 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 -224,138,816

　　　人件費支出 -702,960,977

　　　その他の業務支出 -172,007,470

　　　海事業務収入 25,160,776,214

　　　貸付金の回収による収入 16,718,463

　　　その他の業務収入 438,650,077

　　　　　　小　計 24,517,037,491

　　　利息及び配当金の受取額 290,553

　　　利息の支払額 -704,836,008

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 23,812,492,036

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 -34,509,445,449

　　　有形固定資産の売却による収入 3,738,414,851

　　　無形固定資産の取得による支出 -1,410,879

　　　定期預金の払戻による収入 5,000,000,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー -25,772,441,477

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　債券の発行による収入 2,000,000,000

　　　債券の償還による支出 -1,000,000,000

　　　長期借入れによる収入 20,100,000,000

　　　長期借入金の返済による支出 -18,232,471,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 2,867,529,000

Ⅳ　資金に係る換算差額 　　　　　　　　－

Ⅴ　資金増加額 907,579,559

Ⅵ　資金期首残高 6,561,600,227

Ⅶ　資金期末残高 7,469,179,786

キャッシュ・フロー計算書

（平成30年4月1日～平成31年3月31日）



海事勘定 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 25,765,048,110

　　　　当期総利益 1,818,085,962

　　　　前期繰越欠損金 27,583,134,072

Ⅱ　損失処理額 0 0

Ⅲ　次期繰越欠損金 25,765,048,110

損失の処理に関する書類

（令和元年7月31日）



海事勘定 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

　(1) 損益計算書上の費用

　　　　海事業務費 22,273,277,851

　　　　一般管理費 865,041,947

　　　　財務費用 674,206,717

　　　　固定資産除却損 2 23,812,526,517

　(2) (控除)自己収入等

　　　　船舶使用料収入 -24,726,587,166

　　　　貸倒引当金戻入益 -301,468,235

　　　　財務収益 -287,266

　　　　雑益 -601,908,346 -25,630,251,013

　　業務費用合計 -1,817,724,496

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 15,924,290

Ⅲ　機会費用

　　　政府出資又は地方公共団体出資等

　　　の機会費用 0

Ⅳ　行政サービス実施コスト -1,801,800,206

行政サービス実施コスト計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）



海事勘定 

Ⅰ 重要な会計方針  

 

1．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     11～17 年 

共有船舶    5～18 年 

工具器具備品  2～14 年 

 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5 年)に

基づいております。 

 

2. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸

倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

役員及び職員等の期末手当及び勤勉手当の支出に充てるため、翌期賞与支給見込額の

うち当期発生分を計上しております。 

 

(3) 船舶共有契約解除等損失引当金 

船舶共有契約（海上運送事業者と費用を分担して建造した船舶の使用料等に係る船舶

共有契約）の解約等による損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。 

 

3. 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役員及び職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については期間定額基準によっております。 

   過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（9年）による

定額法により費用処理しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（9年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政

法人会計基準第38に基づき計算された年金給付に係る退職給付引当金の当期増減額を計上

しております。 



 

4. 債券発行差額の償却方法 

債券発行差額は、債券の償還期間にわたって償却しております。 

 

5. 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

   平成 31年 4 月 5日付の事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定

の取扱いについて（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）

に基づき、0％で計算しております。 

 

6. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

7. その他の重要な会計処理 

船舶共有建造制度の概要と会計処理 

(1) 船舶共有建造制度 

当機構と海上運送事業者が、費用を分担して船舶の建造を行い、竣工後、当該船舶

を費用の分担割合に応じて、当機構と海上運送事業者で共有します。 

共有船舶については、海上運送事業者が使用・管理し、当機構に対して共有期間を

通じて船舶使用料を支払うことになります。 

 

(2) 会計処理 

共有船舶の会計処理については、機構持分を「共有船舶」として有形固定資産に計

上するとともに、耐用年数にわたって定額法による減価償却を実施しております。 

また、船舶使用料収入は、共有期間にわたって均等額を収益計上しております。 

 

Ⅱ 注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

業務活動により生じた債権に係る預り手形 

船舶共有建造業務による担保受入手形         46,635,603 円 

上記受取手形は、現時点において将来の船舶使用料等に充てられることが予定されていな

い担保受入手形であり、貸借対照表上の「受取手形」と区分し、注記事項としております。 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

       現金及び預金                7,469,179,786 円       

       資金期末残高                7,469,179,786 円 

 

〔行政サービス実施コスト計算書関係〕 

引当外退職給付増加見積額のうち、15,924,290 円については国からの出向職員に係るもの

であります。 

 



〔金融商品関係〕 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

    海事勘定では、船舶の建造に必要な資金の一部を借入金及び債券発行により調達して

おります。 

資金運用について余裕資金が生じた場合は譲渡性預金等により短期的な運用を行なっ

ております。 

船舶未収金、受取手形、電子記録債権は相手方の信用リスクに晒されますが、相手方

の経営状況の定期的モニタリング等によってリスク低減に努めております。 

 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格が無い場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時    価 差    額 

(1) 現金及び預金 7,469,179,786  7,469,179,786  0 

(2) 受取手形 3,327,135,592  3,327,135,592  0  

(3) 電子記録債権 250,042,245  250,042,245  0  

(4) 船舶未収金 

   貸倒引当金 

4,838,783,059  

－452,618,817  
4,386,164,242  0  

(5) 破産更生債権等 

   貸倒引当金 

367,515,829  

－362,825,829  
4,690,000  0  

(6) 鉄道建設・運輸施設整

備支援機構債券 
(42,500,000,000) (42,573,950,000) (73,950,000) 

(7) 長期借入金 (135,098,043,000) (136,769,094,703) (1,671,051,703) 

(8) 預り手形 (3,327,135,592) (3,327,135,592) 0 

(9) 預り電子記録債権 (250,042,245) (250,042,245) 0 

(*1) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

(*2) 長期借入金には、1年以内返済予定長期借入金を含めて計上しております。 

(*3) 船舶未収金及び破産更生債権等に計上している貸倒引当金を控除しております。 

 

(注) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券等に関する事項 

(1) 現金及び預金 

    現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

 



(2) 受取手形 

主に翌年度の船舶使用料、船舶未収金に充当するために受けた手形であり、短期間で

決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。 

 

 (3) 電子記録債権 

主に翌年度の船舶使用料、船舶未収金に充当するために受けた電子記録債権であり、

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によって

おります。 

 

(4) 船舶未収金、（5）破産更生債権等 

    これらは債権区分に応じ、担保及び保証等による回収見込額に基づいて貸倒見積額を

算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除

した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

 

(6) 鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 

当機構の発行する財投機関債の時価は市場価格によっております。 

 

(7) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

(8) 預り手形 

主に翌年度の船舶使用料、船舶未収金に充当するために受けた手形であり、短期間で

決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。 

 

(9) 預り電子記録債権 

主に翌年度の船舶使用料、船舶未収金に充当するために受けた電子記録債権であり、

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によって

おります。 

 

〔退職給付関係〕 

1. 採用している退職給付制度の概要 

   当機構は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を

採用しております。確定給付企業年金制度（積立型制度)では、運輸関係法人企業年金基金

に加入し、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。 

   退職一時金制度（非積立型制度)では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時

金を支給しております。 

 

2. 確定給付制度 

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務               1,034,028,181 円 

     勤務費用                          37,922,224 円 

     利息費用                          1,509,060 円 



     数理計算上の差異の当期発生額                6,379,737 円 

     退職給付の支払額                   －99,235,569 円 

     過去勤務費用の当期発生額               －15,395,122 円 

     制度加入者からの拠出額                   2,052,350 円     

期末における退職給付債務                  967,260,861 円 

 

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産                  329,055,220 円 

     期待運用収益                        8,226,380 円 

     数理計算上の差異の当期発生額              －10,867,795 円 

     事業主からの拠出額                   16,977,770 円 

退職給付の支払額                   －29,622,269 円 

制度加入者からの拠出額                  2,052,350 円 

期末における年金資産                    315,821,656 円 

 

（3）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用

の調整表 

積立型制度の退職給付債務                545,802,099 円 

年金資産                         －315,821,656 円 

積立型制度の未積立退職給付債務                229,980,443 円 

非積立型制度の未積立退職給付債務              421,458,762 円 

小計                          651,439,205 円 

未認識数理計算上の差異                   －131,504,228 円 

未認識過去勤務費用                       15,491,696 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額          535,426,673 円 

退職給付引当金                         535,426,673 円 

前払年金費用                              0 円 

    貸借対照表に計上された負債と資産の純額                 535,426,673 円 

 

（4）退職給付に関連する損益 

勤務費用                           37,922,224 円 

利息費用                          1,509,060 円 

期待運用収益                                            －8,226,380 円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額             15,715,506 円 

過去勤務費用の当期の費用処理額              －3,028,472 円 

     合 計                          43,891,938 円 

       

（5）年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。 

株式                                          46％ 

債券                                          34％ 

その他                                         20％ 

    合 計                               100％ 



 

 （6）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分

と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮

しております。 

 

 （7）数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）  

割引率  確定給付企業年金基金 0.1％ 一時金 0.2％ 

長期期待運用収益率  2.50％ 

 

Ⅲ 重要な債務負担行為 

 

翌事業年度以降に支払いを予定している債務負担行為額は、23,947,562,516 円でありま

す。 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

 

   該当ありません。 

 



附　属　明　細　書

(海事勘定)



1. 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び

減損損失累計額の明細

（単位 ： 円）

当期償却額 当期減損額

建 物 10,636,605 0 0 10,636,605 9,775,297 472,941 0 0 861,308

共 有 船 舶 331,555,630,551 29,324,769,000 22,810,255,860 338,070,143,691 142,857,697,279 21,154,063,504 137,542,691 0 195,074,903,721 （注1）

工 具 器 具 備 品 32,992,939 744,156 676,311 33,060,784 28,276,431 2,520,058 0 0 4,784,353

計 331,599,260,095 29,325,513,156 22,810,932,171 338,113,841,080 142,895,749,007 21,157,056,503 137,542,691 0 195,080,549,382

工 具 器 具 備 品 2,720,000 0 0 2,720,000 0 0 0 0 2,720,000

建 設 仮 勘 定 5,254,597,846 35,915,089,952 29,324,769,000 11,844,918,798 0 0 0 0 11,844,918,798 （注2）

計 5,257,317,846 35,915,089,952 29,324,769,000 11,847,638,798 0 0 0 0 11,847,638,798

建 物 10,636,605 0 0 10,636,605 9,775,297 472,941 0 0 861,308

共 有 船 舶 331,555,630,551 29,324,769,000 22,810,255,860 338,070,143,691 142,857,697,279 21,154,063,504 137,542,691 0 195,074,903,721 （注1）

工 具 器 具 備 品 35,712,939 744,156 676,311 35,780,784 28,276,431 2,520,058 0 0 7,504,353

建 設 仮 勘 定 5,254,597,846 35,915,089,952 29,324,769,000 11,844,918,798 0 0 0 0 11,844,918,798 （注2）

計 336,856,577,941 65,240,603,108 52,135,701,171 349,961,479,878 142,895,749,007 21,157,056,503 137,542,691 0 206,928,188,180

ソ フ ト ウ ェ ア 9,096,679 23,771,370 0 32,868,049 8,496,060 1,981,199 0 0 24,371,989

計 9,096,679 23,771,370 0 32,868,049 8,496,060 1,981,199 0 0 24,371,989

著 作 権 438,755 0 0 438,755 0 0 0 0 438,755

電 話 加 入 権 260,000 0 0 260,000 0 0 0 0 260,000

計 698,755 0 0 698,755 0 0 0 0 698,755

著 作 権 438,755 0 0 438,755 0 0 0 0 438,755

ソ フ ト ウ ェ ア 9,096,679 23,771,370 0 32,868,049 8,496,060 1,981,199 0 0 24,371,989

電 話 加 入 権 260,000 0 0 260,000 0 0 0 0 260,000

計 9,795,434 23,771,370 0 33,566,804 8,496,060 1,981,199 0 0 25,070,744

破産更生債権等 3,730,476,000 0 3,362,960,171 367,515,829 0 0 0 0 367,515,829 （注3）

貸 倒 引 当 金 -3,716,786,000 0 -3,353,960,171 -362,825,829 0 0 0 0 -362,825,829 （注4）

計 13,690,000 0 9,000,000 4,690,000 0 0 0 0 4,690,000

（注1）当期増加額は次のとおりであります。

共有船舶 新造貨物船の取得　　　　　22,174,189,000

新造旅客船の取得　　　　　 7,150,580,000

（注1）当期減少額は次のとおりであります。

共有船舶 貨物船の譲渡　　　　　　　 21,301,137,860

旅客船の譲渡　　　　　　　　1,509,118,000

（注2）当期増加額の主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定 共有船舶の建造　　　　　　35,609,913,821

（注2）当期減少額は次のとおりであります。

建設仮勘定 共有船舶への振替　　　　29,324,769,000

（注3）当期減少額の主なものは次のとおりであります。

破産更生債権等 貸倒償却　　　　　　　　　　 3,123,208,789

（注4）当期増加額の主なものは次のとおりであります。

貸倒引当金 貸倒償却　　　　　　　　　　 3,123,208,789

2. たな卸資産の明細

                     該当ありません。

3. 有価証券の明細

                     該当ありません。

4. 長期貸付金の明細

                     該当ありません。

5. 長期借入金の明細

期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率（％）

133,230,514,000 20,100,000,000 18,232,471,000 135,098,043,000 0.42

133,230,514,000 20,100,000,000 18,232,471,000 135,098,043,000 0.42

（注1）平均利率は、加重平均利率を記載しております。

（注2）上記借入金の明細の期末残高には、1年以内返済予定長期借入金が含まれております。

減損損失累計額

無形固定資産
合　　計

無形固定資産
（非償却資産）

摘 要差引当期末残高

有形固定資産
（非償却資産）

有形固定資産
合　　計

有形固定資産
（償却費損益内）

減価償却累計額
当期増加額 当期減少額 期末残高期首残高資産の種類

無形固定資産
（償却費損益内）

投資その他の資産

区　　　分

政府借入金

　　財政融資資金特別会計

合　　　計 令和元年12月～令和13年12月

摘要

（単位 ： 円）

返済期限

令和元年12月～令和13年12月



6. 鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券の明細

（単位 ： 円）

銘 柄 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 利率（％） 償還期限

鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券

第61回 1,000,000,000 0 1,000,000,000 0 0.25 －

第82回 20,000,000,000 0 0 20,000,000,000 0.17 令和2年12月

第85回 17,000,000,000 0 0 17,000,000,000 0.08 令和3年3月

第94回 3,500,000,000 0 0 3,500,000,000 0.00 令和3年12月

第122回 0 2,000,000,000 0 2,000,000,000 0.03 令和6年3月

計 41,500,000,000 2,000,000,000 1,000,000,000 42,500,000,000 0.00～0.17
令和2年12月
～令和6年3月

（注1）利率は、表面利率を記載しております。

（注2）上記鉄道建設･運輸施設整備支援機構債券の明細の期末残高には、1年以内償還予定鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券が含まれております。

7. 引当金の明細

（単位 ： 円）

目的使用 その他

賞与引当金 39,335,003 34,624,607 39,335,003 0 34,624,607

船舶共有契約解除等損失引当金 661,506,757 760,384,634 0 661,506,757 760,384,634 （注）

計 700,841,760 795,009,241 39,335,003 661,506,757 795,009,241

（注）「当期減少額－その他」は、洗替えによる戻入額であります。

8. 貸付金等に対する貸倒引当金の明細

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額

船舶未収金

　　一般債権 2,010,527,459 4,134,484 2,014,661,943 15,276,199 862,227 （注）

　　貸倒懸念債権 3,232,870,100 -408,748,984 2,824,121,116 496,309,471 -59,829,080 （注）

小 計 5,243,397,559 -404,614,500 4,838,783,059 511,585,670 -58,966,853

貸付金

　　貸倒懸念債権 72,540,000 -16,118,463 56,421,537 50,171,537 -11,750,000 （注）

小 計 72,540,000 -16,118,463 56,421,537 50,171,537 -11,750,000

破産更生債権等 3,730,476,000 -3,362,960,171 367,515,829 3,716,786,000 -3,353,960,171 （注）

合 計 9,046,413,559 -3,783,693,134 5,262,720,425 4,278,543,207 -3,424,677,024

（注）貸倒見積高の算定方法は、「重要な会計方針」の「2.引当金の計上基準（1）貸倒引当金」に記載しております。

区 分
貸付金等の残高

当期増加額区 分 期首残高

摘 要

期末残高

貸倒引当金の残高

当期減少額

（単位 ： 円）

摘 要

362,825,829

853,866,183

期末残高 摘 要

38,421,537

38,421,537

436,480,391

452,618,817

16,138,426



9. 退職給付引当金の明細

（単位 ： 円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

1,034,028,181 57,462,914 124,230,234 967,260,861

退職一時金に係る債務 487,413,341 28,653,386 94,607,965 421,458,762

546,614,840 28,809,528 29,622,269 545,802,099

126,847,156 -13,685,524 -2,850,900 116,012,532

329,055,220 27,256,500 40,490,064 315,821,656

578,125,805 43,891,938 86,591,070 535,426,673

10. 資産除去債務の明細

該当ありません。

11. 法令に基づく引当金等の明細

該当ありません。

12. 保証債務の明細

該当ありません。

13. 資本金及び資本剰余金の明細

（単位 ： 円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

資本金 政府出資金 63,567,000,000 0 0 63,567,000,000

計 63,567,000,000 0 0 63,567,000,000

資本剰余金 資本剰余金

　 減資差益 300,998,000 0 0 300,998,000

   損益外除売却差額相当額 -300,998,000 0 0 -300,998,000

計 0 0 0 0

14. 積立金の明細

該当ありません。

15. 目的積立金等の取崩しの明細

該当ありません。

16. 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

該当ありません。

17. 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

17-1 施設費の明細

該当ありません。

17-2 補助金等の明細

該当ありません。

17-3 長期預り補助金等の明細

該当ありません。

摘 要

退職給付引当金

区 分 摘 要

区 分

退職給付債務合計額

未認識過去勤務費用及び
未認識数理計算上の差異

年金資産

確定給付企業年金基金に
係る債務



18. 役員及び職員の給与の明細

（単位 ： 千円、人）

（ -                       ） （ 0 ） （ -             ） （ 0 ）

48,635                3 4,291        1

（ 7,625                  ） （ 5 ） （ -             ） （ 0 ）

541,335              63 65,322      4

（ 7,625                  ） （ 5 ） （ -             ） （ 0 ）

589,970              66 69,613      5

（注1）上記支給額は、千円未満四捨五入で表示しております。

（注2）報酬又は給与の支給額は、賞与及び諸手当を含んでおります。

（注3）支給人員数は、常勤嘱託及び契約職員を含み、年間平均支給人員数を記載しております。

（注4）上段（　）書きの計数は、非常勤の職員に係るものであり、別掲となっております。

　　　なお、非常勤の職員のうち3名については、各勘定で共通して人件費を負担しております。

（注5）役員に対する報酬及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構役員給与規程及び独立行政法人鉄

　　　道建設・運輸施設整備支援機構役員退職手当支給規程に定め、通則法第50条の2第2項の規定に基づき、国土交通大臣に届け出るととも

　　　に、公表しております。

（注6）職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構職員給与規程及び独立行政法人鉄

　　　道建設・運輸施設整備支援機構職員退職手当支給規程に定め、通則法第50条の10第2項の規定に基づき、国土交通大臣に届け出るとと

　　　もに、公表しております。

19. その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

資産

　船舶未収金

（単位 ： 円）

20. セグメント情報

　　　当勘定は単一セグメントによって事業を行っているため、記載を省略しております。

計

旅客船共有事業者

貨物船共有事業者

2,510,399,636

2,328,383,423

4,838,783,059

摘 要相　手　先

退　　職　　手　　当

支　　給　　額 支給人員

金 額

役 員

職 員

合 計

区 分
支　　給　　額

報　酬　又　は　給　与

支給人員


